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川崎市地区計画の区域内における建築物等の形態意匠の制限に関する条例の一部を改正する条例 概要  

 

１ 条例の趣旨 

南渡田北地区地区計画を定める都市計画の決定（令和６年１０月３１日付け告示）の内容を「川崎市地区計画の区域内における建築物等の形態意匠

の制限に関する条例（以下「形態意匠条例」という。）」に反映するもの 

 

２ 形態意匠条例の趣旨 

地区計画の地区整備計画において定められる建築物又は工作物（以下「建築物等」という。）の形態意匠の制限をより実効性を高めるものとするた

め、景観法（平成16年法律第110号）に基づき、当該建築物等の形態意匠の制限に建築物の建築等又は工作物の建設等の計画が適合するものであること

について市長の認定を受けなければならないこと、当該建築物等の形態意匠の制限に違反する建築物等の建築等工事主等に対して市長が是正を命じる

ことができること、これらに違反した者を処罰することができること等を内容とする条例 

※ 平成２１年に港町地区整備計画区域を適用区域としたのを皮切りにこれまで１５区域で適用 

※ 形態意匠とは、形態又は色彩その他の意匠をいう。 
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３ 改正の内容 

南渡田北地区を含む浜川崎駅周辺地域は、「川崎市総合計画」において、本市の臨空・臨海都市拠点として、大規模な土地利用転換を適切に誘導し、

高度かつ最先端の研究開発や価値の創出に資する機能転換を図るなど、活力ある拠点の形成に向けたまちづくりを推進することとしている。  

また、「川崎都市計画都市再開発の方針」では、南渡田北地区を２号再開発促進地区に位置付け、臨海部の産業の発展を先導する研究開発・業務管理

等の機能を中心に、新産業拠点にふさわしい複合市街地の形成と交通結節点としての機能の強化をめざすとしている。 

南渡田地区における大規模な土地利用転換の機会を捉え、国際競争力の強化等に向けて、戦略的に研究開発機能等の誘導を図るとともに、それらの

機能を支える都市基盤を整備し、次世代の川崎臨海部を牽引する新産業拠点形成を推進するため、新たに地区計画を都市計画決定し、具体的な建築制

限である地区整備計画を定めた（令和６年１０月３１日付け告示）。これに伴い、新たに地区整備計画が定められた区域について条例の適用区域の追加

を行うものである。 

 

 表1：制限内容等（南渡田北地区整備計画区域） 

地区の名称 地区の面積 制限内容 

Ａ－１ 約３．１ha 
建築物等の外観に使用する色彩の制限、建築物の上部を利用する屋外広告物の制

限、屋外照明の制限、緑化の制限 

Ｃ－１ 約０．２ha 
建築物等の外観に使用する色彩の制限、建築物の上部を利用する屋外広告物の制

限、屋外照明の制限、緑化の制限 

Ｃ－２ 約１．７ha 
建築物等の外観に使用する色彩の制限、建築物の上部を利用する屋外広告物の制

限、屋外照明の制限、緑化の制限 

 

４ 施行期日 

公布の日から施行する。 
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川崎市地区計画の区域内における建築物等の形態意匠の制限に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市地区計画の区域内における建築物等の形態意匠の制限に関する条例 ○川崎市地区計画の区域内における建築物等の形態意匠の制限に関する条例 

              平成21年３月26日条例第12号  平成21年３月26日条例第12号   

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

   名称 区域 地区    名称 区域 地区  

 １

～ 

15 

略 略 略   １

～

15 

略 略 略  

 16 南渡田北地区整備

計画区域 

都市計画法第20条第１項

の規定により告示された南

渡田北地区地区計画におい

て地区整備計画が定められ

た区域 

Ａ－１地区 

Ｃ－１地区 

Ｃ－２地区 

  （新設） 
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川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例の一部を改正する条例 概要 

 

１ 条例の趣旨 

南渡田北地区地区計画を定める都市計画の変更（令和６年１０月３１日付け告示）に関し必要な事項を定め、並びに「脱炭素社会の実現に資するため

の建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律」による「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」(以下「建築

物省エネ法」という。)の一部改正（令和４年６月１７日公布、令和７年４月１日施行）、「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令」による「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

施行令」（以下「建築物省エネ法施行令」という。）の一部改正（令和６年４月１９日公布、令和７年４月１日施行）、及び「高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律施行令の一部を改正する政令」による「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令」（以下「バリアフリー

法施行令」という。）の一部改正（令和６年６月２１日公布、令和７年６月１日施行）に伴い所要の整備を行うため、「川崎市地区計画の区域内における

建築物に係る制限に関する条例（以下「地区計画条例」という。）」の一部改正を行うもの 

 

２ 地区計画条例の趣旨 

市域全体を対象とした根幹的な都市計画の規制（用途、容積率、建蔽率等）に加えて、地区の実情に応じた良好な環境の整備や保全のために、必要に

応じて地区計画を定めている。そのうち地域の土地利用の状況等からみて、地区計画で定めた内容の実現を着実に推進するため、建築基準法に基づく制

限とするための条例 

※ 昭和63年に新百合ヶ丘駅周辺地区整備計画区域を適用区域としたものを皮切りにこれまで58区域で適用 
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３ 地区計画条例の一部改正の内容 

（１）南渡田北地区地区計画の都市計画変更に伴う地区計画条例の一部改正 

本地区を含む浜川崎駅周辺地域は、「川崎市総合計画」において、本市の臨空・臨海都市拠点として、大規模な土地利用転換を適切に誘導し、高度

かつ最先端の研究開発や価値の創出に資する機能転換を図るなど、活力ある拠点の形成に向けたまちづくりを推進することとしている。  

また、「川崎都市計画都市再開発の方針」では、南渡田北地区を２号再開発促進地区に位置付け、臨海部の産業の発展を先導する研究開発・業務管

理等の機能を中心に、新産業拠点にふさわしい複合市街地の形成と交通結節点としての機能の強化をめざすとしている。 

南渡田地区における大規模な土地利用転換の機会を捉え、国際競争力の強化等に向けて、戦略的に研究開発機能等の誘導を図るとともに、それら

の機能を支える都市基盤を整備し、次世代の川崎臨海部を牽引する新産業拠点形成を推進するため、都市計画を変更し、具体的な建築制限である地

区整備計画を定めた（令和６年１０月３１日付け告示）。これに伴い、地区整備計画が定められた区域について条例に定めるものとする。 

 

表１：制限内容等（南渡田北地区整備計画区域) 

地区の名称 地区の面積 制限内容 

Ａ-１ 約３.１ｈａ 
建築物の用途の制限、建築物の容積率の最低限度
、建築物の敷地面積の最低限度、

壁面の位置の制限 

Ａ-２ 約０.４ｈａ 壁面の位置の制限 

Ｃ-１ 約０.２ｈａ 
建築物の用途の制限、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物

の高さの最高限度
 

Ｃ-２ 約１.７ｈａ 
建築物の用途の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限度、

壁面の位置の制限、建築物の高さの最高限度 

 

（２）建築物省エネ法及び建築物省エネ法施行令の一部改正に伴う地区計画条例の一部改正 

建築物省エネ法及び建築物省エネ法施行令の規定に条ずれが起きたため、地区計画条例第５条第２項において引用している建築物省エネ法及び建

築物省エネ法施行令の条文について、所要の整備を行う。 

 

表２ 建築物省エネ法の条ずれ 

建築物省エネ法(改正前)  建築物省エネ法(改正後) 

第35条  第30条 

第37条  第32条 

 

表３ 建築物省エネ法施行令の条ずれ 

建築物省エネ法施行令(改正前)  建築物省エネ法施行令(改正後) 

第11条  第７条 
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（３）バリアフリー法施行令の一部改正に伴う地区計画条例の一部改正 

バリアフリー法施行令の規定に条ずれが起きたため、地区計画条例別表第２において引用しているバリアフリー法施行令の条文について、所要の

整備を行う。 

 

表４ バリアフリー法施行令の条ずれ 

バリアフリー法施行令(改正前)  バリアフリー法施行令(改正後) 

第26条  第27条 

 

 

４ 施行期日 

  この条例は、公布の日から施行する。ただし、建築物省エネ法及び建築物省エネ法施行令に関する改正規定は令和７年４月１日から、バリアフリー法

施行令に関する改正規定は令和７年６月１日から施行する。 
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1/4 

川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例 新旧対照表（改正条例第１条関係） 
 

改正後 改正前 

○川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例 ○川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例 

昭和62年12月22日条例第40号 昭和62年12月22日条例第40号

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第５条 建築物の容積率の最高限度は、地区整備計画区域ごとの別表第２の建築物の容

積率の最高限度の項に定めるとおりとする。この場合において、建築物の容積率の算定

の基礎となる延べ面積には、次に掲げる建築物の部分の床面積は、算入しない。 

第５条 建築物の容積率の最高限度は、地区整備計画区域ごとの別表第２の建築物の容

積率の最高限度の項に定めるとおりとする。この場合において、建築物の容積率の算定

の基礎となる延べ面積には、次に掲げる建築物の部分の床面積は、算入しない。 

(１)～(７) 略 (１)～(７) 略 

２ 前項後段及び地区整備計画区域ごとの別表第２の建築物の容積率の最高限度の項に

おいて算入しないこととされる床面積のほか、前項に規定する建築物の容積率の算定の

基礎となる延べ面積には、次に掲げる床面積は、算入しない。 

２ 前項後段及び地区整備計画区域ごとの別表第２の建築物の容積率の最高限度の項に

おいて算入しないこととされる床面積のほか、前項に規定する建築物の容積率の算定の

基礎となる延べ面積には、次に掲げる床面積は、算入しない。 

(１) 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）第２条第３項に規定

する低炭素建築物の床面積のうち、同法第54条第１項第１号に掲げる基準に適合させ

るための措置をとることにより通常の建築物の床面積を超えることとなる場合にお

ける都市の低炭素化の促進に関する法律施行令（平成24年政令第286号）第13条に定

める床面積 

(１) 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）第２条第３項に規定

する低炭素建築物の床面積のうち、同法第54条第１項第１号に掲げる基準に適合させ

るための措置をとることにより通常の建築物の床面積を超えることとなる場合にお

ける都市の低炭素化の促進に関する法律施行令（平成24年政令第286号）第13条に定

める床面積 

(２) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）第32

条に規定する認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物の床面積のうち、

同法第30条第１項第１号に掲げる基準に適合させるための措置をとることにより通

常の建築物の床面積を超えることとなる場合における建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律施行令（平成28年政令第８号）第７条に定める床面積 

(２) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）第37

条に規定する認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物の床面積のうち、

同法第35条第１項第１号に掲げる基準に適合させるための措置をとることにより通

常の建築物の床面積を超えることとなる場合における建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律施行令（平成28年政令第８号）第11条に定める床面積 

３～５ 略 ３～５ 略 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

 １～58 略  １～58 略 

 59 南渡田北地区整備

計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された南渡田北地

区地区計画において地区整備計画が定められた区域 

  （新設） 

別表第２（第４条～第11条、第13条関係） 別表第２（第４条～第11条、第13条関係） 

59 南渡田北地区整備計画区域 （新設） 

 

Ａ―１

地区の

区域 

建築物の用途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

(１) 住宅 

(２) 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねる

もの 

(３) 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

(４) 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの 

(５) 公衆浴場 

(６) 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもので

その用途に供する部分の床面積の合計が１，５００平方メ

ートルを超えるもの 
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2/4 

改正後 改正前 

(７) 老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する

もの 

(８) 自動車教習所 

(９) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他これらに類するもの 

(10) カラオケボックスその他これに類するもの 

(11) 倉庫業を営む倉庫 

 建築物の容積

率の最低限度 

建築物の容積率は、10分の20以上でなければならない。   

 建築物の敷地

面積の最低限

度 

建築物の敷地面積は、2,500平方メートル以上でなければな

らない。 

  

 壁面の位置の

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面

の位置の制限を超えてはならない。ただし、次に掲げる建築物

又は建築物の部分については、この限りでない。 

(１) 道路上空に設けられる横断歩道橋又は渡り廊下と一体

となる歩廊又は渡り廊下の用に供する建築物の部分 

(２) 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する建築物又は

建築物の部分 

  

 Ａ―２

地区の

区域 

壁面の位置の

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面

の位置の制限を超えてはならない。ただし、次に掲げる建築物

又は建築物の部分については、この限りでない。 

(１) 道路上空に設けられる横断歩道橋又は渡り廊下と一体

となる歩廊又は渡り廊下の用に供する建築物の部分 

(２) 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する建築物又は

建築物の部分 

  

 Ｃ－１

地区の

区域 

建築物の用途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

(１) 住宅 

(２) 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねる

もの 

(３) 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

(４) 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの 

(５) 公衆浴場 

(６) 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもので

その用途に供する部分の床面積の合計が５００平方メー

トルを超えるもの 

(７) 老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類する

もの 

(８) 自動車教習所 
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3/4 

改正後 改正前 

(９) 畜舎 

(10) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他これらに類するもの 

(11) カラオケボックスその他これに類するもの 

(12) 倉庫業を営む倉庫 

 建築物の敷地

面積の最低限

度 

建築物の敷地面積は、1,000平方メートル以上でなければな

らない。 

  

 壁面の位置の

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面

の位置の制限を超えてはならない。ただし、次に掲げる建築物

又は建築物の部分については、この限りでない。 

(１) 道路上空に設けられる横断歩道橋又は渡り廊下と一体

となる歩廊又は渡り廊下の用に供する建築物の部分 

(２) 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する建築物又 

は建築物の部分 

  

 建築物の高さ

の最高限度 

建築物の高さは、30メートル以下でなければならない。ただ

し、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに

類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物

の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さ

は、１２メートルを限度として算入しない。 

  

 Ｃ－２

地区の

区域 

建築物の用途

の制限 

 次に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

(１) 図書館、博物館その他これらに類するもの 

(２) 保育所 

(３) 診療所 

(４) 店舗、飲食店その他これらに類するもの 

(５) 自動車車庫 

(６) 事務所 

(７) 工場 

(８) ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類す

る運動施設 

(９) 畜舎で床面積の合計が１５０平方メートル以内のもの 

(10) 倉庫(倉庫業を営むものを除く。) 

(11) 危険物の貯蔵又は処理に供するもの 

(12) 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公益上必

要な建築物 

(13) 前各号の建築物に附属するもの 

  

 建築物の容積

率の最高限度 

建築物の容積率は、10分の10以下でなければならない。この

場合において、建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積に

は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第
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4/4 

改正後 改正前 

17条第３項の規定により認定を受けた計画に係る特定建築物

の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円滑化の措置をとる

ことにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超える

こととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行令第26条に定める床面積は、算入しな

い。 

 建築物の敷地

面積の最低限

度 

建築物の敷地面積は、1,000平方メートル以上でなければな

らない。 

  

 壁面の位置の

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面

の位置の制限を超えてはならない。ただし、次に掲げる建築物

又は建築物の部分については、この限りでない。 

(１) 道路上空に設けられる横断歩道橋又は渡り廊下と一体

となる歩廊又は渡り廊下の用に供する建築物の部分 

(２) 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する建築物又 

は建築物の部分 

  

 建築物の高さ

の最高限度 

建築物の高さは、20メートル以下でなければならない。ただ

し、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに

類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物

の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さ

は、１２メートルを限度として算入しない。 
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1/8 

川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例 新旧対照表（改正条例第２条関係） 

 

改正後 改正前 

○川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例 ○川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例 

昭和62年12月22日条例第40号 昭和62年12月22日条例第40号 

別表第２（第４条～第11条、第13条関係） 別表第２（第４条～第11条、第13条関係） 

１ 新百合ヶ丘駅周辺地区整備計画区域 １ 新百合ヶ丘駅周辺地区整備計画区域 

中心商業

業務地区

の区域 

（略） （略）   中心商業

業務地区

の区域 

（略） （略）  

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）

第17条第３項の規定により認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更

の認定があったときは、その変更後のもの。以下同じ。）に係る特定建築物（同法

第２条第18号に規定する特定建築物をいう。以下同じ。）の建築物特定施設（同法

第２条第20号に規定する建築物特定施設をいう。以下同じ。）の床面積のうち、移

動等円滑化（同法第２条第２号に規定する移動等円滑化をいう。以下同じ。）の措

置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとなる

場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成

18年政令第379号）第27条に定める床面積 

  建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）

第17条第３項の規定により認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更

の認定があったときは、その変更後のもの。以下同じ。）に係る特定建築物（同法

第２条第18号に規定する特定建築物をいう。以下同じ。）の建築物特定施設（同法

第２条第20号に規定する建築物特定施設をいう。以下同じ。）の床面積のうち、移

動等円滑化（同法第２条第２号に規定する移動等円滑化をいう。以下同じ。）の措

置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとなる

場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成

18年政令第379号）第26条に定める床面積 

 

（略） （略）   （略） （略）  

（略） （略）   （略） （略）  

周辺商業

業務地区

Ａの区域 

（略） （略）  （略） （略）  

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

 (１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

 周辺商業

業務地区

Ａの区域 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

 (１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

 

（略） （略）  （略） （略）  

（略） （略）  （略） （略）  

         （略）            （略）  

２ 山口台地区整備計画区域 ２ 山口台地区整備計画区域 

専用住宅

地区Ａの

区域 

（略） （略）  専用住宅

地区Ａの

区域 

（略） （略）  

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

 建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

 

（略） （略）  （略） （略）  

（略） （略）  （略） （略）  
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資料５



2/8 

改正後 改正前 

専用住宅

地区Ｂの

区域 

（略） （略）  専用住宅

地区Ｂの

区域 

（略） （略）  

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

 建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

 

（略） （略）  （略） （略）  

（略） （略）  （略） （略）  

併用住宅

地区の区

域 

（略） （略）  併用住宅

地区の区

域 

（略） （略）  

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

 建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

 

（略） （略）  （略） （略）  

          （略）            （略）  

集合住宅

地区Ｂの

区域 

（略） （略）  集合住宅

地区Ｂの

区域 

（略） （略）  

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

 建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

 

（略） （略）  （略） （略）  

（略） （略）  （略） （略）  

（略） （略）  （略） （略）  

６ 向原地区整備計画区域 ６ 向原地区整備計画区域 

            （略） 

低層住宅

地区Ｂの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

          （略） 

低層住宅

地区Ｂの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

（略） （略） 
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3/8 

改正後 改正前 

（略） （略） 

（略） （略） 

          （略） 
 

（略） （略） 

（略） （略） 

          （略） 
 

７ 黒川地区整備計画区域 ７ 黒川地区整備計画区域 

          （略） 

低層住宅

地区Ｃの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

中層住宅

地区Ａの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

          （略） 

商業地区

の区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定に

より認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動

等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超え

ることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律施行令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

          （略） 

低層住宅

地区Ｃの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

中層住宅

地区Ａの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

          （略） 

商業地区

の区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定に

より認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動

等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超え

ることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律施行令第26条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

９ 王禅寺第５住宅地区整備計画区域 ９ 王禅寺第５住宅地区整備計画区域 
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4/8 

改正後 改正前 

          （略） 

低層住宅

地区Ａの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

低層住宅

地区Ｂの

区域 

     

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

 

          （略） 

低層住宅

地区Ａの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

低層住宅

地区Ｂの

区域 

 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

17 白鳥４丁目地区整備計画区域 17 白鳥４丁目地区整備計画区域 

          （略） 

複合住宅

地区の区

域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

          （略） 

複合住宅

地区の区

域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

19 川崎駅西口堀川町地区整備計画区域 19 川崎駅西口堀川町地区整備計画区域 

Ａ地区の

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

（略） 

(１) （略） 

Ａ地区の

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

（略） 

(１) （略） 
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5/8 

改正後 改正前 

限度 (２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

(３) （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

Ｂ地区の

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

(３) （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

          （略） 
 

限度 (２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

(３) （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

Ｂ地区の

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

(３) （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

          （略） 
 

25 万福寺地区整備計画区域 25 万福寺地区整備計画区域 

商業地区

Ａの区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

          （略） 
 

商業地区

Ａの区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

          （略） 
 

33 登戸・向ケ丘遊園駅周辺地区整備計画区域 33 登戸・向ケ丘遊園駅周辺地区整備計画区域 

          （略） 

登戸駅前

地区Ｂ－

３の区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

          （略） 

登戸駅前

地区Ｂ－

３の区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円
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6/8 

改正後 改正前 

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

         （略） 
 

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

         （略） 
 

34 五月台地区整備計画区域 34 五月台地区整備計画区域 

低層住宅

地区Ａの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

低層住宅

地区Ｂの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

低層住宅

地区Ｃの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

           （略） 
 

低層住宅

地区Ａの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

低層住宅

地区Ｂの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

低層住宅

地区Ｃの

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円滑化

の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとなる

場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第26条に定

める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 

          （略） 
 

37 寺尾台１丁目地区整備計画区域 37 寺尾台１丁目地区整備計画区域 

（略） （略） 

建築物の容積率の

最高限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定に

（略） （略） 

建築物の容積率の

最高限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定に

 17



7/8 

改正後 改正前 

より認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動

等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超

えることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律施行令第27条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

より認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動

等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超

えることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律施行令第26条に定める床面積 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

38 黒川実習農場地区整備計画区域 38 黒川実習農場地区整備計画区域 

（略） （略） 

建築物の容積率の

最高限度 

 建築物の容積率は、10分の８以下でなければならない。この場合において、建築物

の容積率の算定の基礎となる延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律第17条第３項の規定により認定を受けた計画に係る特定建築物の建

築物特定施設の床面積のうち、移動等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の

建築物特定施設の床面積を超えることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律施行令第27条に定める床面積は、算入しない。 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

（略） （略） 

建築物の容積率の

最高限度 

 建築物の容積率は、10分の８以下でなければならない。この場合において、建築物

の容積率の算定の基礎となる延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律第17条第３項の規定により認定を受けた計画に係る特定建築物の建

築物特定施設の床面積のうち、移動等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の

建築物特定施設の床面積を超えることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律施行令第26条に定める床面積は、算入しない。 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

56 京急川崎駅西口地区整備計画区域 56 京急川崎駅西口地区整備計画区域 

          （略） 

Ｂ地区の

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

建築物の容積率は、10分の30以下でなければならない。この場合において、建築物の

容積率の算定の基礎となる延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第17条第３項の規定により認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特

定施設の床面積のうち、移動等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特

定施設の床面積を超えることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行令第27条に定める床面積は、算入しない。 

Ｃ地区の

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

建築物の容積率は、10分の30以下でなければならない。この場合において、建築物の

容積率の算定の基礎となる延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第17条第３項の規定により認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特

定施設の床面積のうち、移動等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特

定施設の床面積を超えることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行令第27条に定める床面積は、算入しない。 
 

          （略） 

Ｂ地区の

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

建築物の容積率は、10分の30以下でなければならない。この場合において、建築物の

容積率の算定の基礎となる延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第17条第３項の規定により認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特

定施設の床面積のうち、移動等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特

定施設の床面積を超えることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行令第26条に定める床面積は、算入しない。 

Ｃ地区の

区域 

（略） （略） 

建築物の容

積率の最高

限度 

建築物の容積率は、10分の30以下でなければならない。この場合において、建築物の

容積率の算定の基礎となる延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第17条第３項の規定により認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特

定施設の床面積のうち、移動等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特

定施設の床面積を超えることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行令第26条に定める床面積は、算入しない。 
 

58 鷺沼４丁目地区整備計画区域 58 鷺沼４丁目地区整備計画区域 

（略） （略）  （略） （略）  

建築物の容積率の最

高限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第27条に定める床面積 

 建築物の容積率の最

高限度 

（略） 

(１) （略） 

(２) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第17条第３項の規定によ

り認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設の床面積のうち、移動等円

滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えるこ

ととなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令第26条に定める床面積 
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8/8 

改正後 改正前 

（略） （略）  （略） （略）  

（略） （略）  （略） （略）  

（略） （略）  （略） （略）  

（略） （略）  （略） （略）  

59 南渡田北地区整備計画区域 59 南渡田北地区整備計画区域 

 （略） （略） （略）   （略） （略） （略）  

 Ｃ－２地

区の区域 

建築物の容

積率の最高

限度 

建築物の容積率は、10分の10以下でなければならない。この場合において、建築物の

容積率の算定の基礎となる延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第17条第３項の規定により認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特

定施設の床面積のうち、移動等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特

定施設の床面積を超えることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行令第27条に定める床面積は、算入しない。 

  Ｃ－２地

区の区域 

建築物の

容積率の

最高限度 

建築物の容積率は、10分の10以下でなければならない。この場合において、建築物の

容積率の算定の基礎となる延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第17条第３項の規定により認定を受けた計画に係る特定建築物の建築物特

定施設の床面積のうち、移動等円滑化の措置をとることにより通常の建築物の建築物特

定施設の床面積を超えることとなる場合における高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行令第26条に定める床面積は、算入しない。 

 

 （略） （略） （略）   （略） （略） （略）  

  

 

 19



川崎都市計画地区計画の変更（川崎市決定） 

都市計画南渡田北地区地区計画を次のように変更する。 

名 称  南渡田北地区地区計画 

位 置  川崎市川崎区南渡田町、浅野町及び鋼管通５丁目地内 

面 積  約 １２．５ ha  

地 区 計 画 の 目 標 

川崎臨海部では、首都圏における地理的優位性や羽田空港との近接性などの

優れたポテンシャルを活かし、既存産業の高度化・高付加価値化を促す研究開

発機能や環境・ライフサイエンス分野など先端産業の集積、及びこれらを支え

る都市基盤整備や土地利用の誘導により、我が国の経済を牽引する活力ある都

市拠点の形成を進めている。 
この川崎臨海部に位置する本地区は、「川崎都市計画都市再開発の方針」に

おける２号再開発促進地区として、臨海部の産業の発展を先導する研究開発・

業務管理等の機能を中心に、新産業拠点にふさわしい複合市街地の形成と交通

結節点としての機能の強化をめざすこととしている。また、「川崎市都市計画

マスタープラン川崎区構想」において、本地区を含む南渡田地区では、研究開

発機能の集積を図り、オープンイノベーションを促進する交流機能をはじめと

した産業支援関連機能や本格的な実験・実証のための機能導入を進め、産業拠

点にふさわしい複合市街地の形成をめざすこととしている。 
このような位置付けがある中で、産業構造の変化による大規模な土地利用転

換、コンビナートのカーボンニュートラル化、デジタル技術の進展など、川崎

臨海部を取り巻く環境は大きく変化しており、我が国有数の産業拠点である川

崎臨海部の一翼を担う南渡田地区では、革新的なマテリアルを生み出す研究開

発機能の集積による産業拠点の形成が求められている。 

本計画は、南渡田地区における大規模な土地利用転換の機会を捉え、国際競

争力の強化等に向けて、戦略的に研究開発機能等の誘導を図るとともに、それ

らの機能を支える都市基盤を整備し、次世代の川崎臨海部を牽引する新産業拠

点形成を推進することを目標とする。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土 地 利 用 の 方 針 

 本地区を３つの地区に区分し、それぞれの地区の特性に応じた適切かつ良好

な土地利用を実現するため、土地利用の方針を次のように定める。 

(1) Ａ地区は、研究開発機能を中心に、高度技術を有する企業・研究人材の集

積やオープンイノベーションの創出に資する交流機能、既存産業と親和性が

高い流通、データ基盤など様々な産業支援機能を複合的に導入するととも

に、道路、公園等の都市基盤を整備し、川崎臨海部を牽引する新産業拠点の

形成を図る。この土地利用の実現に向けて、Ａ－１地区においては、土地の

高度利用、有効利用により産業拠点形成の核となる研究開発機能及び交流機

能の導入を図る。 

(2) Ｂ地区は、国際的な研究開発拠点の実現に向け、業務管理機能等の導入を

図る。 

(3) Ｃ地区は、Ａ地区における高度技術を有する企業・人材の集積に資する拠

点としての更なる魅力や価値向上をめざし、Ｃ－１地区において主として就

業者のための居住機能、Ｃ－２地区において就業者等のための商業機能など

を中心とした生活利便機能の導入を図る。 

(4) Ａ－１地区には指定容積率より高い容積率を、Ｃ－２地区には指定容積率

より低い容積率を定め、区域内で容積を適正に配分することにより、周辺の

市街地環境へ与える影響を考慮しながら、地区全体としてのイノベーション

の創出、臨海部周辺地区への効果波及、拠点全体の価値向上等につながる賑

わいや魅力にあふれる新産業拠点の形成を図る。 
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参考資料１



 
 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

地 区 施 設 の 

整 備 の 方 針 

 新産業拠点にふさわしい良好な市街地環境の形成を図るため、地区施設の整

備の方針を次のように定める。 

(1) 地区内の交通を円滑に処理するとともに、安全・安心な歩行者空間を確保

し、駅や周辺市街地との回遊性や連続性を生み出すため、区画道路を整備す

る。 

(2) 地区内における賑わいや憩い、地域交流の促進、地域防災力の強化に資す

る公園を適正な位置に整備する。 

(3) 地区施設については、その機能が損なわれないよう適切に維持及び保全を

図る。 

建 築 物 等 の 

整 備 の 方 針 

新産業拠点にふさわしい良好な市街地環境の形成を図るため、建築物等の整

備の方針を次のように定める。 

(1) 土地利用の方針に沿った建築物の整備を誘導するため、地区の特性に応じ

て、建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度及び最低限度、建築

物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、

建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限について必要な基準を定める。 
(2) 建築物の配置及びデザイン並びに敷地内の計画的な緑化などの工夫によ

り、良好な景観形成に配慮する。 

(3) 災害時における就業者や来街者の避難が可能となるスペースの整備によ

り、防災機能の強化を図る。 
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地

区

整

備

計

画 

地 区 施 設 の 
配 置 及 び 規 模 

区画道路 （幅員 １３～１７ ｍ  延長  約 ４９０ ｍ） 
公園   （面積 約 ３，３００ ㎡） 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地
区
の
区
分 

地区の 
名 称 Ａ－１地区 Ａ－２地区 Ａ－３地区 

地区の 
面 積 約３．１ ha 約 ０．４ ha 約 ３．８ ha 

建 築 物 等 の 
用 途 の 制 限 

次に掲げる建築物は建築してはな

らない。 

(1) 住宅 

(2) 住宅で事務所、店舗その他これら

に類する用途を兼ねるもの 

(3) 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

(4) 老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するもの 

(5) 公衆浴場 

(6) 店舗、飲食店その他これらに類す

る用途に供するものでその用途に

供する部分の床面積の合計が 

１，５００平方メートルを超えるも

の 

(7) 老人福祉センター、児童厚生施設

その他これらに類するもの 

(8) 自動車教習所 

(9) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的

場、勝馬投票券発売所、場外車券売

場その他これらに類するもの 

(10) カラオケボックスその他これに

類するもの 

(11) 倉庫業を営む倉庫 

－ － 

建 築 物 の 
容 積 率 の 
最 高 限 度 

１０分の４０ － － 

建 築 物 の 
容 積 率 の 
最 低 限 度 

１０分の２０ 

ただし、公衆便所、巡査派出所そ

の他これらに類する公益上必要な建

築物を除く 

－ － 

建 築 物 の 敷 地 
面積の最低限度 

２，５００㎡ 

ただし、公衆便所、巡査派出所そ

の他これらに類する公益上必要な建

築物の敷地にあっては適用しない。 

－ － 
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地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す

壁面の位置の制限を超えてはならない。ただし、次に掲げ

る建築物又は建築物の部分については、この限りでない。 

(1) 地盤面下に設けられる建築物又は建築物の部分 

(2) 道路上空に設けられる横断歩道橋又は渡り廊下と一

体となる歩廊又は渡り廊下の用に供する建築物の部分 

(3) 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する建築物

又は建築物の部分 

－ 

建築物等の形態 
又は色彩その他の 
意 匠 の 制 限 

１ 建築物等の外観に使用する色彩

は、マンセル表色系（日本産業規格

に定める色の表示方法）で次の各号

のいずれかに該当するものとする。

ただし、建築物等の外観の各面の面

積のうち５分の１未満の面積で使

用する色彩又は表面に着色してい

ない自然石、木材、土壁、ガラス等

の素材本来が持つ色彩については、

この限りでない。 

(1) 彩度２以下 

(2) 色相０Ｒから９．９Ｒの範囲で

あり、彩度４以下 

(3) 色相０ＹＲから９．９ＹＲの範

囲であり、彩度６以下 

(4) 色相０Ｙから４．９Ｙの範囲で

あり、彩度６以下 

(5) 色相５．０Ｙから９．９Ｙの範

囲であり、彩度４以下 

２ 建築物の上部を利用する屋外広

告物は、設置しないこと。 

３ 臨海部の夜間景観を意識し、それ

ぞれの施設の特徴を活かしながら、

街なみに調和する照明計画をおこ

なう。 

４ 歩行者が安心して通行できるよ

う、敷地内に暗がりをつくらないよ

う配慮する。 

５ 道路境界部を中心に積極的な緑

化に努め、緑豊かなゆとりのある景

観を形成する。 

－ － 
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地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地
区
の
区
分 

地区の 
名 称 Ｂ地区 Ｃ－１地区 Ｃ－２地区 

地区の 
面 積 約 ３．３ ha 約 ０．２ ha 約 １．７ ha 

建 築 物 等 の 
用 途 の 制 限 － 

次に掲げる建築物は建築

してはならない。 

(1) 住宅 

(2) 住宅で事務所、店舗そ

の他これらに類する用途

を兼ねるもの 

(3) 神社、寺院、教会その

他これらに類するもの 

(4) 老人ホーム、福祉ホー

ムその他これらに類する

もの 

(5) 公衆浴場 

(6) 店舗、飲食店その他こ

れらに類する用途に供す

るものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が

５００平方メートルを超

えるもの 

(7) 老人福祉センター、児

童厚生施設その他これら

に類するもの 

(8) 自動車教習所 

(9) 畜舎 

(10) マージャン屋、ぱちん

こ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場

その他これらに類するも

の 

(11) カラオケボックスそ

の他これに類するもの 

(12) 倉庫業を営む倉庫 

次に掲げる建築物以外の

ものは建築してはならな

い。 

(1) 図書館、博物館その他こ

れらに類するもの 

(2) 保育所 

(3) 診療所 

(4) 店舗、飲食店その他これ

らに類するもの 

(5) 自動車車庫 

(6) 事務所 

(7) 工場 

(8) ボーリング場、スケート

場、水泳場その他これら

に類する運動施設 

(9) 畜舎で床面積の合計が

１５０平方メートル以内

のもの 

(10) 倉庫（倉庫業を営むも

のを除く。） 

(11) 危険物の貯蔵又は処理

に供するもの 

(12) 巡査派出所、公衆電話

所その他これらに類する

公益上必要な建築物 

(13) 前各号の建築物に附属

するもの 

 

建 築 物 の 
容 積 率 の 
最 高 限 度 

－ － １０分の１０ 

建築物の敷地 
面積の最低限度 － 

１，０００㎡ 

ただし、公衆便所、巡査派出所その他これらに類する公

益上必要な建築物の敷地にあっては適用しない。 
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地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

壁面の位置の制限 － 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示

す壁面の位置の制限を超えてはならない。ただし、次に

掲げる建築物又は建築物の部分については、この限りで

ない。 

(1) 地盤面下に設けられる建築物又は建築物の部分 

(2) 道路上空に設けられる横断歩道橋又は渡り廊下と

一体となる歩廊又は渡り廊下の用に供する建築物の

部分 

(3) 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する建築

物又は建築物の部分 

建 築 物 等 の 
高さの最高限度 － 

３０ｍ ２０ｍ 

ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓そ

の他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内のとき

は、その部分の高さは、１２ｍを限度として算入しない。 

建築物等の形態 
又は色彩その他の 
意 匠 の 制 限 

－ 

１ 建築物等の外観に使用する色彩は、マンセル表色系

（日本産業規格に定める色の表示方法）で次の各号の

いずれかに該当するものとする。ただし、建築物等の

外観の各面の面積のうち５分の１未満の面積で使用

する色彩又は表面に着色していない自然石、木材、土

壁、ガラス等の素材本来が持つ色彩については、この

限りでない。 

(1) 彩度２以下 

(2) 色相０Ｒから９．９Ｒの範囲であり、彩度４以下 

(3) 色相０ＹＲから９．９ＹＲの範囲であり、彩度６

以下 

(4) 色相０Ｙから４．９Ｙの範囲であり、彩度６以下 

(5) 色相５．０Ｙから９．９Ｙの範囲であり、彩度４

以下 

２ 建築物の上部を利用する屋外広告物は、設置しない

こと。 

３ 臨海部の夜間景観を意識し、それぞれの施設の特徴

を活かしながら、街なみに調和する照明計画をおこな

う。 

４ 歩行者が安心して通行できるよう、敷地内に暗がり

をつくらないよう配慮する。 

５ 道路境界部を中心に積極的な緑化に努め、緑豊かな

ゆとりのある景観を形成する。 

「区域、地区整備計画の区域、地区の区分、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」 
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理由書 

 

川崎都市計画地区計画の変更（南渡田北地区地区計画） 

 

本地区を含む浜川崎駅周辺地域は、「川崎市総合計画」において、本市の臨空・臨海都市拠点

として、大規模な土地利用転換を適切に誘導し、高度かつ最先端の研究開発や価値の創出に資す

る機能転換を図るなど、活力ある拠点の形成に向けたまちづくりを推進することとしております。 

また、「川崎都市計画都市再開発の方針」では、南渡田北地区を２号再開発促進地区に位置付

け、臨海部の産業の発展を先導する研究開発・業務管理等の機能を中心に、新産業拠点にふさわ

しい複合市街地の形成と交通結節点としての機能の強化をめざすとしております。 

さらに、「川崎市都市計画マスタープラン川崎区構想」において、南渡田地区は、研究開発機

能の集積を図り、オープンイノベーションを促進する交流機能をはじめとした産業支援関連機能

や本格的な実験・実証のための機能導入を進め、産業拠点にふさわしい複合市街地の形成をめざ

すとしております。 

また、「南渡田地区拠点整備基本計画」において、南渡田北地区は、南渡田地区の玄関口とし

て、拠点形成の核となる研究開発機能を中心とした集積を図り、「マテリアル（素材）から世界

を変える産業拠点」として、拠点の顔となるにふさわしいまちづくりを推進するとともに、就業

環境を向上させる生活支援機能や憩い・交流機能、その他様々な産業支援機能などを複合的に導

入し、イノベーションの創出、臨海部周辺地区への効果波及、拠点全体の価値向上等につながる

賑わいや魅力の創出を図ることとしております。 

本案は、ＪＲ川崎駅の南東約３km、JR 南武支線浜川崎駅の南東側に位置する南渡田地区にお

ける大規模な土地利用転換の機会を捉え、国際競争力の強化等に向けて、戦略的に研究開発機能等の

誘導を図るとともに、それらの機能を支える都市基盤を整備し、次世代の川崎臨海部を牽引する新産

業拠点形成を推進するため、南渡田北地区の区域面積約１２．５ｈａについて、地区計画を変更

しようとするものです。 
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新旧対照表 

新 

名 称 南渡田北地区地区計画 

位 置 川崎市川崎区南渡田町、浅野町及び鋼管通５丁目地内 

面 積 約 １２．５ ha 

地 区 計 画 の 目 標 

 川崎臨海部では、首都圏における地理的優位性や羽田空港との近接性などの優れた

ポテンシャルを活かし、既存産業の高度化・高付加価値化を促す研究開発機能や環境・

ライフサイエンス分野など先端産業の集積、及びこれらを支える都市基盤整備や土地利

用の誘導により、我が国の経済を牽引する活力ある都市拠点の形成を進めている。 

この川崎臨海部に位置する本地区は、「川崎都市計画都市再開発の方針」における２

号再開発促進地区として、臨海部の産業の発展を先導する研究開発・業務管理等の機能

を中心に、新産業拠点にふさわしい複合市街地の形成と交通結節点としての機能の強化

をめざすこととしている。また、「川崎市都市計画マスタープラン川崎区構想」におい

て、本地区を含む南渡田地区では、研究開発機能の集積を図り、オープンイノベーショ

ンを促進する交流機能をはじめとした産業支援関連機能や本格的な実験・実証のための

機能導入を進め、産業拠点にふさわしい複合市街地の形成をめざすこととしている。 

このような位置付けがある中で、産業構造の変化による大規模な土地利用転換、コン

ビナートのカーボンニュートラル化、デジタル技術の進展など、川崎臨海部を取り巻く

環境は大きく変化しており、我が国有数の産業拠点である川崎臨海部の一翼を担う南渡

田地区では、革新的なマテリアルを生み出す研究開発機能の集積による産業拠点の形成

が求められている。 

本計画は、南渡田地区における大規模な土地利用転換の機会を捉え、国際競争力の強

化等に向けて、戦略的に研究開発機能等の誘導を図るとともに、それらの機能を支える

都市基盤を整備し、次世代の川崎臨海部を牽引する新産業拠点形成を推進することを目

標とする。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土 地 利 用 の 方 針 

 本地区を３つの地区に区分し、それぞれの地区の特性に応じた適切かつ良好な土地利

用を実現するため、土地利用の方針を次のように定める。 

(1) Ａ地区は、研究開発機能を中心に、高度技術を有する企業・研究人材の集積やオー

プンイノベーションの創出に資する交流機能、既存産業と親和性が高い流通、データ

基盤など様々な産業支援機能を複合的に導入するとともに、道路、公園等の都市基盤

を整備し、川崎臨海部を牽引する新産業拠点の形成を図る。この土地利用の実現に向

けて、Ａ－１地区においては、土地の高度利用、有効利用により産業拠点形成の核と

なる研究開発機能及び交流機能の導入を図る。 

(2) Ｂ地区は、国際的な研究開発拠点の実現に向け、業務管理機能等の導入を図る。 

(3) Ｃ地区は、Ａ地区における高度技術を有する企業・人材の集積に資する拠点として

の更なる魅力や価値向上をめざし、Ｃ－１地区において主として就業者のための居住

機能、Ｃ－２地区において就業者等のための商業機能などを中心とした生活利便機能

の導入を図る。 

(4)Ａ－１地区には指定容積率より高い容積率を、Ｃ－２地区には指定容積率より低い容

積率を定め、区域内で容積を適正に配分することにより、周辺の市街地環境へ与える

影響を考慮しながら、地区全体としてのイノベーションの創出、臨海部周辺地区への

効果波及、拠点全体の価値向上等につながる賑わいや魅力にあふれる新産業拠点の形

成を図る。 

 

 

 

 

 

 

旧 

名 称  南渡田北地区地区計画 

位 置  川崎市川崎区南渡田町、浅野町及び鋼管通５丁目 

面 積  約 １２．５ ha 

地 区 計 画 の 目 標 

  
本地区は、ＪＲ南武支線浜川崎駅の東約 200m に位置し、都市計画道路東京大師横浜

線、都市計画道路川崎駅扇町線及びＪＲ鶴見線に囲まれた地区である。  

本地区では、「都市再開発の方針」において、本地区を含む 24ha の区域が、２号再

開発促進地区に指定され、臨海部の産業の発展を先導する臨海部都市拠点としての整備

が行われる地区である。  

 本計画では、研究開発や管理業務等の機能を中心として、うるおいある快適な環境の

創出と防災性の向上を図り、国際性豊かな研究開発拠点の形成を目標とする。 

 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

土 地 利 用 の 方 針 

  
本地区は，緑豊かな市街地環境を実現し、研究開発拠点にふさわしい安全で魅力的な

都市空間の実現のため、適正な土地利用を図る。  

 1 Ａ地区  

環境科学、環境エネルギー、防災・レスキュー、バイオテクノロジー等に関連する研

究開発施設並びに産学公民の連携、市民への情報発信及び国際交流を支援する施設等の

集積を図る。また、商業施設の立地を促進し、コンベンション機能及び研究開発者向け

居住・宿泊機能を複合的に導入し、魅力的な研究環境を創出する。 

 2 Ｂ地区 

国際的な研究開発拠点の実現に向けて、管理業務機能等の導入を図る。 
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新 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

地区施設の整備の方針 

新産業拠点にふさわしい良好な市街地環境の形成を図るため、地区施設の整備の方針を

次のように定める。 

(1) 地区内の交通を円滑に処理するとともに、安全・安心な歩行者空間を確保し、駅や周

辺市街地との回遊性や連続性を生み出すため、区画道路を整備する。 

(2) 地区内における賑わいや憩い、地域交流の促進、地域防災力の強化に資する公園を適

正な位置に整備する。 

(3) 地区施設については、その機能が損なわれないよう適切に維持及び保全を図る。 

建築物等の整備の方針 

新産業拠点にふさわしい良好な市街地環境の形成を図るため、建築物等の整備の方針を

次のように定める。 

(1) 土地利用の方針に沿った建築物の整備を誘導するため、地区の特性に応じて、建築物

等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度及び最低限度、建築物の敷地面積の最低限

度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色彩その他の

意匠の制限について必要な基準を定める。 

(2) 建築物の配置及びデザイン並びに敷地内の計画的な緑化などの工夫により、良好な景

観形成に配慮する。 

(3) 災害時における就業者や来街者の避難が可能となるスペースの整備により、防災機能

の強化を図る。 

地

区

整

備

計

画 

地 区 施 設 の 

配 置 及 び 規 模 

区画道路 （幅員 １３～１７ ｍ  延長  約 ４９０ ｍ） 

公園   （面積 約 ３，３００ ㎡） 

 

 

 

 

 

旧 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区施設の整備の方針 

  
本地区の再編整備を進めるため、地区内に新産業サイエンスパークの骨格となる快適な

歩行空間を備えた敷地内通路等が整備される。これらの機能が損なわれないように維持、

保全を図る。 

建築物等の整備の方針 

  
京浜臨海部の再生に寄与する市街地を形成するために、建築物等の用途の制限、建築物

の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限その他について必要な基準を設ける。 

「区域は計画図表示のとおり。」 
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新 

 

 

 

 

 

 

                            旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地
区
の
区
分 

地区の名称 Ａ－１地区 Ａ－２地区 Ａ－３地区 

地区の面積 約３．１ ha 約 ０．４ ha 約 ３．８ ha 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げる建築物は建築しては

ならない。 

(1) 住宅 

(2) 住宅で事務所、店舗その他これ

らに類する用途を兼ねるもの 

(3) 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

(4) 老人ホーム、福祉ホームその他

これらに類するもの 

(5) 公衆浴場 

(6) 店舗、飲食店その他これらに類

する用途に供するものでその用

途に供する部分の床面積の合計

が１，５００平方メートルを超え

るもの 

(7) 老人福祉センター、児童厚生施

設その他これらに類するもの 

(8) 自動車教習所 

(9) マージャン屋、ぱちんこ屋、射

的場、勝馬投票券発売所、場外車

券売場その他これらに類するも

の 

(10) カラオケボックスその他これ

に類するもの 

(11) 倉庫業を営む倉庫 

― ― 

建 築 物 の 

容 積 率 の 

最 高 限 度  

１０分の４０ ― ― 

建 築 物 の 

容 積 率 の 

最 低 限 度 

１０分の２０ 

 

ただし、公衆便所、巡査派出所そ

の他これらに類する公益上必要な

建築物を除く 

― ― 

建 築 物 の 

敷 地 面 積 の 

最 低 限 度 

２，５００㎡ 

ただし、公衆便所、巡査派出所そ

の他これらに類する公益上必要な

建築物の敷地にあっては適用しな

い。 

― ― 

 29



 

 

新 

 

 

 

 

 

 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面の

位置の制限を超えてはならない。ただし、次に掲げる建築物又は

建築物の部分については、この限りでない。 

(1) 地盤面下に設けられる建築物又は建築物の部分 

(2) 道路上空に設けられる横断歩道橋又は渡り廊下と一体とな

る歩廊又は渡り廊下の用に供する建築物の部分 

(3) 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する建築物又は建築

物の部分 

― 

建築物等の形態 

又は色彩その他の 

意 匠 の 制 限 

１ 建築物等の外観に使用する色

彩は、マンセル表色系（日本産

業規格に定める色の表示方法）

で次の各号のいずれかに該当す

るものとする。ただし、建築物

等の外観の各面の面積のうち５

分の１未満の面積で使用する色

彩又は表面に着色していない自

然石、木材、土壁、ガラス等の

素材本来が持つ色彩について

は、この限りでない。 

(1) 彩度２以下 

(2) 色相０Ｒから９．９Ｒの範

囲であり、彩度４以下 

(3) 色相０ＹＲから９．９ＹＲ

の範囲であり、彩度６以下 

(4) 色相０Ｙから４．９Ｙの範

囲であり、彩度６以下 

(5) 色相５．０Ｙから９．９Ｙ

の範囲であり、彩度４以下 

２ 建築物の上部を利用する屋外

広告物は、設置しないこと。 

３ 臨海部の夜間景観を意識し、

それぞれの施設の特徴を活かし

ながら、街なみに調和する照明

計画をおこなう。 

４ 歩行者が安心して通行できる

よう、敷地内に暗がりをつくら

ないよう配慮する。 

５ 道路境界部を中心に積極的な

緑化に努め、緑豊かなゆとりの

ある景観を形成する。 

― ― 

 30



 

 

                          新 

 

 

 

                          

 

 

 

 

                          旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地
区
の
区
分 

地区の名称 Ｂ地区 Ｃ－１地区 Ｃ－２地区 

地区の面積 約 ３．３ ha 約 ０．２ ha 約 １．７ ha 

建築物等の 

用途の制限 ― 

次に掲げる建築物は

建築してはならない。 

(1) 住宅 

(2) 住宅で事務所、店舗

その他これらに類す

る用途を兼ねるもの 

(3) 神社、寺院、教会そ

の他これらに類する

もの 

(4) 老人ホーム、福祉ホ

ームその他これらに

類するもの 

(5) 公衆浴場 

(6) 店舗、飲食店その他

これらに類する用途

に供するものでその

用途に供する部分の

床面積の合計が５０

０平方メートルを超

えるもの 

(7) 老人福祉センター、

児童厚生施設その他

これらに類するもの 

(8) 自動車教習所 

(9) 畜舎 

(10) マージャン屋、ぱ

ちんこ屋、射的場、勝

馬投票券発売所、場外

車券売場その他これ

らに類するもの 

(11) カラオケボックス

その他これに類する

もの 

(12) 倉庫業を営む倉庫 

次に掲げる建築物以

外のものは建築しては

ならない。 

(1) 図書館、博物館その

他これらに類するも

の 

(2) 保育所 

(3) 診療所 

(4) 店舗、飲食店その他

これらに類するもの 

(5) 自動車車庫 

(6) 事務所 

(7) 工場 

(8) ボーリング場、スケ

ート場、水泳場その他

これらに類する運動

施設 

(9) 畜舎で床面積の合

計が１５０平方メー

トル以内のもの 

(10) 倉庫（倉庫業を営

むものを除く。） 

(11) 危険物の貯蔵又は

処理に供するもの 

(12) 巡査派出所、公衆

電話所その他これら

に類する公益上必要

な建築物 

(13) 前各号の建築物に

附属するもの 

建 築 物 の 

容 積 率 の 

最 高 限 度  

― ― １０分の１０ 

建 築 物 の 

敷 地 面 積 の 

最 低 限 度 

― 

１，０００㎡ 

ただし、公衆便所、巡査派出所その他これらに

類する公益上必要な建築物の敷地にあっては適用

しない。 
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「区域、地区整備計画の区域、地区の区分、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」 
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地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

壁面の位置の制限 ― 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画

図に示す壁面の位置の制限を超えてはならない。

ただし、次に掲げる建築物又は建築物の部分につ

いては、この限りでない。 

(1) 地盤面下に設けられる建築物又は建築物の

部分 

(2) 道路上空に設けられる横断歩道橋又は渡り

廊下と一体となる歩廊又は渡り廊下の用に供

する建築物の部分 

(3) 巡査派出所、公衆便所その他これらに類する

建築物又は建築物の部分 

建 築 物 等 の 

高さの最高限度 
― 

３０ｍ ２０ｍ 

ただし、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓

その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影

面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内

のときは、その部分の高さは、１２ｍを限度として算

入しない。 

建築物等の形態 

又は色彩その他の 

意 匠 の 制 限 

― 

１ 建築物等の外観に使用する色彩は、マンセル

表色系（日本産業規格に定める色の表示方法）

で次の各号のいずれかに該当するものとする。

ただし、建築物等の外観の各面の面積のうち５

分の１未満の面積で使用する色彩又は表面に着

色していない自然石、木材、土壁、ガラス等の

素材本来が持つ色彩については、この限りでな

い。 

(1) 彩度２以下 

(2) 色相０Ｒから９．９Ｒの範囲であり、彩度４

以下 

(3) 色相０ＹＲから９．９ＹＲの範囲であり、彩

度６以下 

(4) 色相０Ｙから４．９Ｙの範囲であり、彩度６

以下 

(5) 色相５．０Ｙから９．９Ｙの範囲であり、彩

度４以下 

２ 建築物の上部を利用する屋外広告物は、設置

しないこと。 

３ 臨海部の夜間景観を意識し、それぞれの施設

の特徴を活かしながら、街なみに調和する照明

計画をおこなう。 

４ 歩行者が安心して通行できるよう、敷地内に

暗がりをつくらないよう配慮する。 

５ 道路境界部を中心に積極的な緑化に努め、緑

豊かなゆとりのある景観を形成する。 
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